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   鹿沼市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 

 鹿沼市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成１５年鹿沼市条例第２９号）の

一部を次のように改正する。  

 第２条中「定める一般廃棄物処理計画は」を「規定する一般廃棄物処理計画とし

て」に改める。 

 第３条を次のように改める。  

 （市の責務） 

第３条 市は、法第４条第１項及び第４項の規定に定めるもののほか、廃棄物の適

正な処理を持続可能なものとするため、次の措置を講じなければならない。  

 (1) 環境学習、出前講座等を活用した周知啓発の推進  

 (2) 分別収集の徹底及び分別区分の周知啓発の推進  

 (3) 排出抑制、再使用及び再生利用の推進  

 (4) 食品ロスの削減の推進 

 (5) 処理施設の安定的かつ効率的な管理運営 

２ 市は、法第６条の２第１項の規定により、処理計画に従い、市内の一般廃棄物

の収集、運搬及び処分（再生及び再利用（以下「再生等」という。）を含む。以下

同じ。）をするとともに、一般廃棄物の減量に関する施策の推進に努めなければな

らない。 

 第４条第１項を次のように改める。  

 （市民の責務） 

第４条 市民は、法第２条の４に定めるもののほか、再生等、廃棄物の減量その他

適正な処理を図るため、次の措置を講じなければならない。  



 (1) 製品を譲り受け、又は購入するときは、当該製品の必要性を十分に検討する

こと。 

 (2) 製品を購入するときは、再生品又は再生等に適したものを選択すること。  

 (3) 製品を廃棄物として排出しようとするときは、用途の変更、他人への譲渡等

により当該製品の使用を継続することについて、十分な検討を行うこと。  

 (4) 廃棄物を排出するときは、処理計画に基づき、第７条に規定する資源物及び

廃棄物を適切に分別すること。 

 (5) 前号の規定により分別した一般廃棄物を、市長が指定する場所において適正

に保管すること。 

 第４条第２項中「前項の一般廃棄物を保管する場所の指定に係る」を「前項第５

号の規定による指定の」に改める。 

 第５条を次のように改める。  

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、法第３条に定めるもののほか、再生等、廃棄物の減量その他適

正な処理を図るため、次の措置を講じなければならない。  

 (1) 前条第１項（第５号を除く。）に掲げる措置  

 (2) 製品の製造について、廃棄物を再生した原料を用いること。  

 (3) 製造し、又は販売した製品を自ら回収し、再生し、及び処理すること。  

 (4) 消費者に対し、製品を提供する際の容器、包装等の持参を勧奨すること。  

 (5) 製品を提供する際の容器、包装等を可能な限り簡易なものとすること。  

 第６条中「（以下「多量排出事業者」という。）」を削る。 

 第７条中「目的となる一般廃棄物」の次に「として規則で定めるもの」を加え、

「専ら物」を「資源物」に、「意志」を「意思」に改める。 

 第８条中「のうち規則で定めるもの」を「であって次に掲げるもの」に改め、同

条に次の各号を加える。 

 (1) 粗大ごみ 

 (2) 特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）第２条第５項に規定

する特定家庭用機器廃棄物（以下「特定家庭用機器廃棄物」という。）  

 (3) 市長が別に定める処理困難物（以下「処理困難物」という。）  

 (4) 犬、猫その他の動物の死体（以下「動物の死体」という。）  

 第１０条中「一般廃棄物の処理」を「一般廃棄物」に改め、「規定による」を削る。 

 第１２条の見出し中「許可」を「許可等」に改め、同条第１項中「一般廃棄物収

集運搬業」を「一般廃棄物の収集又は運搬」に改め、同条第２項中「廃棄物の処理

及び清掃に関する法律施行規則」を「前項の規定は、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行規則」に、「により再生利用されることが確実であると市長が認めた」を



「による再生利用に係る」に、「運搬を業として行う者として」を「運搬を業として

行う者の」に、「を受けようとするものは、規則で定めるところにより市長に申請し

なければならない」を「について準用する」に改め、同条第３項中「一般廃棄物処

分業」を「一般廃棄物の処分」に改め、同条第５項中「第７条第７項」を「第７条

第１１項」に改める。 

 第１３条第１項中「並びに第２項」を削る。 

 第１４条の見出し中「・許可の取消等」を「及び許可の取消し」に改め、同条第

１項中「の期間を定めてその事業の全部又は一部」を「に事業」に改め、同条第２

項中「に規定する違反行為に対する処分の基準は」を「の規定による不利益処分の

基準及び一般廃棄物収集運搬業者の事業の停止及び許可の取消しに係る手続につ

いては」に改める。 

 第１５条第１項中「第１２条若しくは」を「第１２条第１項若しくは第３項又は」

に、「第１２条第２項及び第４項の指定を受けた者を除く。」を削り、同条第２項中

「なくし」を「亡失し」に改める。  

 第１６条第１項中「なくした」を「亡失した」に改め、同条第２項中「一時」を

削る。 

 第１７条第３号中「若しくは第２項」を削る。  

 別表を次のように改める。  

別表（第１０条関係） 

１ 一般廃棄物 

 (1) 一般家庭から排出されるもの  

  ア ごみステーションで保管すべきもの  

一般廃棄物の種類 手数料の額 備考 

燃やすごみ 次に掲げる市が指定するごみ

袋の容量及び枚数に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

(ｱ) ４５リットル（１０枚） 

３００円 

(ｲ) ３０リットル（１５枚） 

  ３００円 

(ｳ) ２０リットル（２０枚） 

  ３００円 

(ｴ) １０リットル（４０枚）  

  ３００円 

市が指定するごみ

袋を用いて排出さ

れたものに限る。

ただし、剪
せん

定枝等

を除く。 



ごみステーション

で保管すべき一般

廃棄物であって燃

やすごみ以外のも

の 

無料  

  イ 市が指定する場所に持ち込まれるもの 

一般廃棄物の種類 手数料の額 備考 

燃やすごみ、資源

物、燃やさないご

み、粗大ごみ及び 

危険ごみ 

１０キログラムにつき２５０

円 

市 が 指 定 す る 計

量 器 で 計 量 し た

ものに限る。 

処理困難物 １０キログラムにつき３００

円 

市 が 指 定 す る 計

量 器 で 計 量 し た

ものに限る。 

特定家庭用機器廃

棄物 

１個につき１，５００円  

動物の死体 無料 犬、猫等 

  ウ 第８条の規定により市長に運搬を依頼したもの  

一般廃棄物の種類 手数料の額 備考 

燃やすご み（ 本市 

が運搬す るこ とに

ついて、 市長 が や 

むを得な い事 情が

あると認 めた もの

に限る。） 

アの表の燃やすごみと同額   

資源物及 び燃 やさ

ないごみ （本 市が 

運搬する こと につ

いて、市 長が や む 

を得ない 事情 があ

ると認め たも のに

限る。） 

無料  

粗大ごみ １個につき５００円  

危険ごみ （本 市が 無料  



運搬する こと につ 

いて、市 長が やむ 

を得ない 事情 があ

ると認め たも のに

限る。） 

  

処理困難物 １個につき２，０００円  

特定家庭 用機 器廃

棄物 

１個につき２，０００円  

動物の死体 １体につき１，４００円  

 (2) 事業活動により排出されるもの  

   市が指定する場所に持ち込まれるもの  

一般廃棄物の種類 手数料の額 備考 

燃やすごみ、燃や 

さないごみ及び粗

大ごみ 

１０キログラムにつき３００

円 

市が指定する計量

器で計量したもの

に限る。ただし、 

特定家庭用機器廃

棄物を除く。 

資源物 １０キログラムにつき２５０

円 

市が指定する計量

器で計量したもの

に限る。 

 (3) し尿 

一般廃棄物の種類 手数料の額 備考 

し尿 ３６リットル（１本）につき  

４００円 

３６リットル未満

の端数があるとき

は、１８リットル以

上は３６リットル

とし、１８リットル

未満は切り捨てる。 

 (4) 浄化槽汚泥 

   浄化槽清掃業者が市の指定する場所へ投入するもの  

一般廃棄物の種類 手数料の額 備考 

浄化槽汚泥 １ ０ ０ キ ロ グ ラ ム に つ き  

２５０円 

１００キログラム

未満は１００キロ 

  グラムとみなす。 



２ 産業廃棄物 

  市が指定する場所に持ち込まれるもの  

産業廃棄物の種類 手数料の額 備考 

産業廃棄物のうち

規則で定めるもの 

１０キログラムにつき３５０

円 

市が指定する計量

器で計量したもの

に限る。 

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日の前日までの間に納付した手数料であって、改正前の条例

第８条の規定により市長に運搬を依頼したもののうち、粗大ごみの手数料につい

ては、なお従前の例による。 


